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犯罪被害者等施策推進課

都道府県警察の支援

※本研修教材の無断使用・転載・コピー・引用等は禁止します。
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▷ 犯罪被害者等からの相談を第一次的に受けること
が多い機関として、所管業務にとらわれず、犯罪被
害者等のニーズを把握

▷ ニーズに応じて、関係機関・団体に対して情報提
供・橋渡し

▷ 犯罪被害者等が刑事手続に関与する際の負担が大
きいことに配意した警察活動の実施

▷ 関係機関・団体から成る多機関ワンストップサー
ビスに参画
・地方公共団体を始めとする関係機関・団体と連携
・犯罪被害発生後速やかに実施しなければならない
支援の提供

都道府県警察に期待される役割
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「繁華街で男が通行人を次々と襲っており、怪我人もいるようだ。」と

の１１０番通報を受理。

複数の負傷者が発生した重大事件と判明。

重傷を負った被害者が、病院へ搬送される。

【仮想事例】 ～ 負傷者複数の傷害事件 ～ 【令和６年度版警察白書】

都道府県警察が行う犯罪被害者等支援
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①

事件
発生

⑦⑤③②

被疑者の逮捕 被疑者の起訴 公判の開始

⑥④

犯罪被害者等支援の流れ

【指定被害者支援要員制度】

あらかじめ指定された指定被害者
支援要員により事情聴取等を行う。

【病院への付添い】

指定被害者支援要員等が病
院へ付き添う。

【被害者の手引の交付】

被害者の手引を交付する。
今後の刑事手続きや各種支
援制度について説明する。

【被害者連絡の実施】

被疑者が逮捕されたことを
伝える。最近の生活状況を
聴取する。

【精神的負担の軽減】

部内（部外）カウンセラー
によりカウンセリングを実
施する。

【経済的負担の軽減】

犯罪被害者等給付金（重傷病給
付金等）の申請について教示す
る。

【関係機関との連携】

犯罪被害者等の同意を得て、犯
罪被害者等早期援助団体に情報
提供を行う。公判等への付添い
を依頼する。

都道府県警察が行う犯罪被害者等支援
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あらかじめ指定された警察職員が各種被害者支援活動を推進。

３万8,676人（うち女性警察職員 約8,449人）令和５年12月末現在

・殺人、傷害、性犯罪等の身体犯
・ひき逃げ事件、交通死亡事故等事件
・その他必要と認められる事件 等

対象事件

・各種手続の説明
・事情聴取、実況見分等の立会い
・病院等への付添い
・相談・要望対応
・民間被害者支援団体等の紹介 等

支援要員の任務

指定被害者支援要員制度

都道府県警察が行う犯罪被害者等支援
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「被害者の手引」の作成・配布
犯罪被害者に対し、刑事手続の流れ、支援内容等をわかりやすく紹介

 配布対象

殺人、傷害、性犯罪、ひき逃げ事件、交通死亡事故等事件などの被害者

 内容

• 刑事手続の概要と捜査への協力のお願い

• 被害者等に対する支援要員制度

• 刑事手続、捜査状況の情報に関する制度等

• 裁判で利用できる制度

• 安全の確保に関する制度

• 経済的支援や各種支援・福祉制度

• 被害者の精神的支援

• 各種相談機関・窓口 等

被害者の手引の交付

都道府県警察が行う犯罪被害者等支援

11

①

事件
発生

⑦⑤③②

被疑者の逮捕 被疑者の起訴 公判の開始

⑥④

犯罪被害者等支援の流れ

【指定被害者支援要員制度】

あらかじめ指定された指定被害者
支援要員により事情聴取等を行う。

【病院への付添い】

指定被害者支援要員等が病
院へ付き添う。

【被害者の手引の交付】

被害者の手引を交付する。
今後の刑事手続きや各種支
援制度について説明する。

【被害者連絡の実施】

被疑者が逮捕されたことを
伝える。最近の生活状況を
聴取する。

【精神的負担の軽減】

部内（部外）カウンセラー
によりカウンセリングを実
施する。

【経済的負担の軽減】

犯罪被害者等給付金（重傷病給
付金等）の申請について教示す
る。

【関係機関との連携】

犯罪被害者等の同意を得て、犯
罪被害者等早期援助団体に情報
提供を行う。公判等への付添い
を依頼する。

都道府県警察が行う犯罪被害者等支援

12



【被害者連絡制度】

●対象事件
殺人、傷害、性犯罪等の身体犯の犯罪

被害者等
ひき逃げ事件や交通死亡事故等の重大

な交通事故事件の犯罪被害者等

●被害者連絡の内容
刑事手続や犯罪被害者等のための制度
捜査状況（被疑者検挙まで）
被疑者の検挙状況
逮捕被疑者の処分状況

被害者連絡の実施

都道府県警察が行う犯罪被害者等支援
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【カウンセリング体制の整備】

▹カウンセリングに関する専門的知識や技術を有する職員の配置

公認心理師、臨床心理士等の資格を有する職員を配置

※ 全国で２０９人配置（令和６年４月現在）

▹精神科医や民間のカウンセラーとの連携

▹犯罪被害者等のカウンセリング費用の公費負担制度

都道府県警察が行う犯罪被害者等支援

精神的負担の軽減
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【公費負担制度】

◆司法解剖後の遺体修復、遺体搬送

司法解剖による切開痕等を目立たせないようにする措置に要する経費

民間業者に委託し、自宅等遺族の希望する場所までご遺体を搬送する措置に要する経費

◆性犯罪被害者に係る緊急避妊等

性犯罪被害者に係る初診料、診断書料、検査費用、緊急避妊費用及び中絶費用

◆身体犯被害者に係る初診料等

身体犯被害者に係る初診料、診断書料や、被害者が亡くなった場合の検案書料

◆一時避難場所の確保等

自宅が事件現場になるなど、物理的、精神的に従来の居住地に居住することが困難な

場合のホテル宿泊費、ハウスクリーニングに要する経費

◆カウンセリング関連費用

犯罪被害者等のカウンセリング費用の公費負担制度に要する経費

警察のカウンセリングアドバイザー委嘱謝金

都道府県警察が行う犯罪被害者等支援

経済的負担の軽減
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犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等支援に関する法律第23条に基づき、犯
罪被害等を早期に軽減するとともに、犯罪被害者等が再び平穏な生活ができるよう支援す
るための事業を適正かつ確実に行うことができると認められる非営利法人（例：各都道府
県被害者支援センター）を、当該法人の申出により、都道府県公安委員会が指定

犯罪被害者等早期援助団体

被害者

警 察

・団体等の紹介

①

②

口頭又は書面
③

・相談支援
・各種付添い支援等

④

【事業内容】
☆被害者等の支援に関する広報活動及び啓発活動
☆犯罪被害等に関する相談
☆犯罪被害者等給付金の裁定の申請補助
☆物品の供与又は貸与、役務の提供その他の方法による
被害者等の援助

【指定による効果】
◎ 公的認証により社会的信用が高まり、被害者等
が安心して援助を受けられる
◎ 警察から被害者の氏名、住所等の情報の提供
を受けることができ、能動的なアプローチができる

全国で47団体

同意

関係機関との連携

指定団体

制度の紹介
・被害者の人定事項
・犯罪被害の概要 等

支援

情報提供制度

・対応可能な曜日、時間帯
・対応可能な被害者の範囲
（罪種・ 居住地域）
・提供可能な援助の種類
等についてあらかじめ把握

都道府県警察が行う犯罪被害者等支援

情報提供
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都道府県警察が行う犯罪被害者等支援

関係機関との連携
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都道府県警察が行う犯罪被害者等支援

パンフレット
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ご視聴ありがとうございました。


